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0. 今日の内容

1. 集落点検のための技術
 統計データの活用

• 国勢調査データ/農林センサス⇔住基台帳
• 5年毎の国調データを比べるために

 地図を活用する
• 縮尺と地物の関係を理解する
• 主題図にも役立つGISアプリケーション

2. 復興検証
 中越地震被災地での復興調査概要の報告



1. 集落点検のための技術

 統計データを活用しよう
 主な統計データ
 国勢調査 5年毎に実施（最新はH22年）
町丁目大字単位で各種データが揃う
年齢別（5歳階級）人口データや世帯構成などがわかる
世帯数が少ないと「秘匿データ」扱い

 農林センサス 5年毎に実施（最新はH22年）
調査区はいわゆる「集落」単位（⇔国調）
兼業農家数や耕作放棄地、寄り合いの回数などがわかる
H22年時点でも集計は合併前市町村単位

 住民基本台帳データ
各市町村で毎年データ整備（町丁目＋小字単位）
ただし「住民票」ベース



１．集落点検のための技術

 国の統計はネットからDLできる
 政府統計の窓口 “e-Stat”

地図上に統計データ
を表示させることも

できる



１．集落点検のための技術

県や市町村単位で表示を
変更することができる

色分けの区分や町丁目名
の表示、統計表の選択な

どができる



１．集落点検のための技術

地域の状況を相対化してみることも
時には必要



１．集落点検のための技術

国勢調査の調査区 農林センサスの調査区



１．集落点検のための技術

 e-Statだけで客観指標を分析する限界
 ネットなので遅い
 なかなか綺麗な地図になりにくい

• 画面キャプチャで良ければ特に問題はない。。
 ２回の統計データを比べにくい

• H17とH22の国調を比べたいけど、それは困難
– 地図で見る統計サイトの問題
– Excelデータではある程度推移を見ることは可能だが。。
– 合併があった地域では特に困難

» 地名表記が変わってしまったので追っかけにくい
» 頼みの綱「地域コード」も変更になってしまった

地域コードの変換表（xlsファイル）は必要な人に配布します
（復興アンケートの際に作成したものです）



１．集落点検のための技術



１． 集落点検のための技術

 本当はGISが使えるといい。。
 Q-GISというフリーのアプリケーション

使える地図
・基盤地図情報
・国土数値地図
・統計GIS
などたくさん

Q-Gisのインストーラ
一式のCD-ROMを持って来

ました。
（ただしWin用のみ,Mac用
はDLしてください）



１．集落点検のための技術

 日本全国で作成されている地図
 いろいろな地図が作られている。

地図の種類 図法
1:2,500国土基本図 横メルカトル図法平面直角座標系

1:5,000国土基本図 横メルカトル図法平面直角座標系

1:10,000地形図 ユニバーサル横メルカトル図法（平面直角座標系の表示もある）
[ガウス・クリューゲル図法UTM座標系]

1:25,000地形図 ユニバーサル横メルカトル図法 [同上]

1:50,000地形図 ユニバーサル横メルカトル図法 [同上]

1:200,000地勢図 ユニバーサル横メルカトル図法 [同上] または多面体図法（北海道地区）

1:500,000地方図 正角割円錐図法(2標準緯線)

1:1,000,000国際図 正角割円錐図法(2標準緯線)

1:1,000,000日本 正角割円錐図法(2標準緯線)

1:3,000,000日本とその周辺 斜軸正角割円錐図法(2標準線)



１．集落点検のための技術

地域で役に立つ地図は大縮尺のもの
と言っても行政が準備できるのは国土基本図
それでもだいたいのことはわかる

• 必要な地図は行政にお願いして作ってもらおう。
GISでも使えるデジタル・データが整備され
始めた

• それが基盤地図情報
– 新潟県は全域1/25000は整備済み
– 1/2500も徐々に進みつつある（でもみなさんの活動する
地域はそもそも1/2500がないので整備されないかも）

– サイトからデータをダウンロードするにはアカウントが
必要（取得しましょう）



１．集落点検のための技術

閲覧用のソフトウェアもDL可能
→簡単な地図作成、印刷もOK



１．集落点検のための技術

画像でのエクスポートや印刷も可能です



１．集落点検ための技術 地図を使ったワークショップの事例



２． 復興検証

 概要
 復興プロセス研究会（座長：澤田）が実施
 昨年度前半で主な被災自治体全地区を対象
としたアンケート調査
 主目的は「三極構造」の役割評価
 復興基金・支援員などの効果も検証
 昨年度の復興評価支援アドバイザリー会議
で報告
 １０周年に向けて詳細な分析が進みつつあ
る（はず）


